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デルを開発するとともに，そのシミュレーション結果を GIS( 地理情報システム ) に分解・投
影し，地方創生の人口ビジョンや総合戦略，KPI などの計画目標や成果を地理的に「見える
化」することを目指している．このため，その第一歩として，1)2000 年から 2010 年までの国
勢調査データを用い，札幌市南区を例にシェア・トレンド法の安定性を検討し， 2)2010 年の
地域シェアをもとに，札幌市各区の社人研地域推計人口を 2015 年から 2040 年まで 5 年ごと
に小地域に分解し，小地域ごとに人口指標 ( 年少人口割合，生産年齢人口割合，老年人口割
合，後期高齢者人口割合，女子 20-39 歳人口割合 )を再計算し，その結果を GIS で地図化した．
主な知見は以下の通り． 1)年次間の各小地域の人口シェアを回帰分析した結果，Xの係数 (傾
き :1 であれば変化なし，1 より大きければ拡大， 小さければ縮小 ) は各期間とも概ね 1.00，
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Abstract: This study aims to develop a system dynamic model which is able to simulate a regional 
population with changing conditions of socio-economic factors and policy measures, to break down 
its results to small areas and to display them by linking them to the GIS (Geographic Information 
System). It will be possible to visualize the outcomes of “Population Vision,” “Strategic Plan” and “KPI 
Attainment” of “Chiho Sousei (Regional Revitalization Policy)” geographically. For the first step of this 
study, 1) I analyzed the stability of the shares of a small area population to the total population, using 
the Census data in small areas of Minami-ku (district) of Sapporo City from 2000, 2005 and 2010. 2) 
Based on the Share-Trend method (which assumes whether the distribution of small area shares is stable 
or follows the same trend), I broke down the results of the regional population projections of Japan, 
2010–2040 (NIPSSR 2013), for ten districts of Sapporo City to small areas from 2015 to 2040 every 
five years, recalculated the ratios of younger, working, elder, advanced elder and highly reproductive 
age population in each sub area, and displayed them by linking them to the GIS. Important findings are: 1) 




　北海道の総人口は 1997 年の 570 万人をピーク



















ム : 以下，GIS) で地図化する方法の検討とその結
果について報告する (2)．






















　北海道の人口ビジョン 6) では，仮定 1 として，
①自然動態 ( 合計特殊出生率 ) を 2030 年頃まで
に 1.8，2040 年には人口置替水準の 2.07 を回復
する，②社会動態 ( 純移動数 ) について 2019 年
までに転出超過数を現在 (2014 年 ) の約半分に，
2025 年には社会増減数を均衡させたとすれば，




計特殊出生率 ) が， 2030 年 :1.5，2040 年 :1.8，
2050 年 :2.07 とした場合 ( 純移動については仮定






出生率が平成 42 年 (2030 年 ) に 1.5( 札幌市民の
希望出生率 )，平成 52 年 (2040 年 ) に 1.8( 全国
の希望出生率 )，平成 62 年 (2050 年 ) に 2.07 ま
で上昇するとした．この結果，仮定 1 では，平成
52 年 (2040 年 ) に総人口が 185 万人，平成 72 年
(2060 年 ) に 169 万人になると推計している．ま
た仮定 2 では，合計特殊出生率の回復が仮定 1 よ
り 10 年遅れるとした．この結果，仮定 2 では，
総人口は平成 52 年 (2040 年 ) に 181 万人，平成




1 and r2 is more than 0.90). The assumption of the Share Trend method is successfully verified. 2) Maps 
of population index in the small area can demonstrate the changing geographical distribution in a time 
series effectively.
Keywords: System dynamic model, GIS (Geographic Information System), Chihou Sousei (Regional 






沿って設定された KPI( 重要業績評価指標，Key 






















　GIS(Geographic Information System) は「地理
的位置を手がかりに，位置に関する情報を持った




















人口 ( 平成 25 年 3 月推計 )( 以下，社人研地域推




　社人研地域推計 1) では 2005 年から 2010 年の
国勢調査をもとに 1,799 市区町村 ( 福島県内を除
く，東京 23 区 ( 特別区 )，12 政令市 128 区，そ





2010 年から 2040 年まで 5 年ごとにそれぞれ性・
年齢 5歳階級別の推計人口が示されている．
　一方，推計の起点となった国勢調査 (2010 年 )




　そこで国勢調査 (2010 年 )11) のデータを使用し
性・年齢 5 歳階級別に区全体の値に占める小地域
人口の割合 ( 以下，小地域シェア ) を求め，この





























けなので整合性は保たれる )， ④ 1 桁未満の人口





　実際の計算は札幌市 10 区全体で行ったが， こ
こでは南区を例に計算方法を示す．
(1)2010 年性・年齢 5 歳階級別小地域人口シェア
　南区の i 地区について， 国勢調査 2010 年の小
地域データからの男子 m・年齢 5 歳階級別人口 P
の小地域人口シェア S を以下の式で算定する． 
同様の計算を女子 f，さらに全地区で行う．
(2) 2015 年性・年齢 5歳階級別推計人口
　南区の i 地区について，社人研地域推計の南区





① 20 − 39 歳の女性人口割合
　南区の i 地区について， 20 − 24 歳から 35 − 39
歳までの女子 fの推計人口 Pˆを合計し， 20 − 39 歳
の女子 f の推計人口 Pˆを求め， その値を総人口で
除し， 20 − 39 歳の女子人口割合 PˆR を求める．同
様の計算を全地区で行う．
②年少人口割合
　南区の i 地区について，0 − 4 歳から 10 − 14 歳
までの男女 mf の推計人口 Pˆ を合計し，その値を
総人口で除し，0 − 14 歳の年少人口割合 PˆR を求め
る．同様の計算を全地区で行う．
③生産年齢人口割合
　南区の i地区について， 15-19 歳から 60 − 64 歳
までの男女 mf の推計人口 Pˆを合計し， その値を




　南区の i 地区について， 65-69 歳から 90+ 歳ま
での男女 mf の推計人口 Pˆ を合計し，その値を総




　南区の i 地区について， 75-79 歳から 90+ 歳ま
での男女 mf の推計人口 Pˆ を合計し，その値を総
















2005 年の割合を Yとして散布図 (図 1)(6) を作成し
回帰分析を行い，その結果を Xの係数，決定係数
R2，小地域の数 Nについてまとめ， 2005 年と 2010
年，2000 年と 2010 年についても同様の作業を行い
比較した(表 1)．
2000-05 X の係数  R² N
総数 0．9791 0．9478 n=288
男子 0．9754 0．9424 n=288
女子 0．9822 0．9493 n=288
2005-10 X の係数  R² N
総数 1．0026 0．9762 n=363
男子 1．0053 0．9743 n=363
女子 0．9987 0．9736 n=363
2000-10 X の係数  R² N
総数 0．982 0．9207 n=288
男子 0．9807 0．9187 n=288
女子 0．9815 0．9162 n=288



























　南区・女子 ( 図 3) でもほぼ同様のことがいえ






　まず南区・男子の 2000 年と 2005 年 ( 図 4a)
地域別将来推計人口とGIS(地理情報システム)のリンク
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図 1 小地域シェアの比較 (2000 年 /2005 年 )
図 2　総数と年齢階級別のシェアの相関 :男子
図 3　総数と年齢階級別のシェアの相関 :女子
表 1 小地域シェアの比較 回帰係数
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た同年齢階層ではなく，2000 年時 5 歳年下の年齢
階層 ( 同年齢コホート ) との相関を取ると移動が
少ない 50 − 54 歳から 75 − 79 歳までは r=0.97 以
上の高い値を示しており，この年齢階層では 5 年
前の同年齢の値ではなく，5 年前の 5 歳年下の値
を用いた方が推計精度が高くなることがわかる．
同様のことは 2005 年と 2010 年 ( 図 4b) でもいえ
るが，こちらの方が高齢化の進行とともに当ては
まりがよくなっている．
　一方，南区・女子の 2000 年と 2005 年 ( 図 5a)
について行ってみると同年齢同士の相関は 0 − 4
歳から 95 − 99 歳まで，ほぼ全年齢で r=0.80 を維
持しており，100 歳以上でも r=0.75 と非常に安定
していることがわかる．さらに 2000 年時 5 歳年
下の年齢階層 ( 同年齢コホート ) との相関を取る
とやはり移動が少ない 50 − 54 歳から 95 − 99 歳ま
で r=0.97 前後の高い値を示し，この年齢階層で
は 5 年前の同年齢の値ではなく，5 年前の 5 歳年
下の値を用いた方が推計精度が高くなることがわ




　これらの分析にもとづき国勢調査 (2010 年 ) の
データから得られた性・年齢 5 歳階級別の小地域
人口シェア 10) を用いて，2015 年から 2040 年ま




20-39 歳人口割合 ) を再計算し，GIS に投影し地
図化した．





  札幌市の 2000 年の年少人口割合 ( 図 6a) では
黄色 25% から 30% 以上という極端に高い小地域が
周辺部の住宅地域などに見られる一方，中心市街
地でも緑 20-25% や薄緑 15-20% 地区も混じる．し
かし 2010 年 ( 図 6b) では周辺部から中心部に向
け濃青0-5%，青5-10%の地区が広がり， 2040年(図




a)　2000 − 2005 年
a)　2000 − 2005 年
b)　2005 − 2010 年





　札幌市の 2000 年の生産年齢人口割合 ( 図 7a)
では黄色 60-70%，黄土色 70%-80% が主流を占め，
赤 90% 以上という極端に高い地区が散見される．
2010 年 ( 図 7b) では周辺部から濃青 0-10%，青
10-20% という極端に低い地区が広がり始め，2040





　老年人口割合 ( 図 8a) は，2000 年の時点で濃青
0-10%，青 10-20% の地区が大部分を占め，明るい
緑 30%-40% や黄色 60-70% の高齢化は周辺部でし
か見られないが，2010 年 ( 図 8b) ではすでに中心
部にも明るい緑 30%-40% や黄色 60-70% が混じる
ようになり，2040 年 ( 図 8c) にはこちらが主流と
なり 20% 以下の地区が例外となる．社人研地域推













　2000 年の時点の後期老年人口割合の分布 ( 図





老年人口割合 ( 図 9b) の方が濃青 0-10% の部分が
多く老年人口割合 ( 図 8b) より暗い印象となる．
これは後期の方が変化が遅れることを示してお
り，2040 年 ( 図 9c) ではさらに相違が増す．
8) 女子 20-39 歳人口割合
　結婚・出産などを通じ母の数として出生数に強
い影響を持つ女子 20-39 歳人口割合の地理的分
布をみる，2000 年 ( 図 10a)，2010 年 ( 図 10b)，
2040 年 ( 図 10c) と年次が進むに連れ，周辺部か
ら中心部に向けて濃青 0-5%，青 5-10% の地区が増
加するとともに，黄色 25-30%，黄土色 30-35% の
地区が急速に減少している．これらの地理的分布
は，年少人口割合の 2000 年 ( 図 6a)，2010 年 ( 図






















2040 年まで 5 年ごとに小地域に分解し，人口指標
(年少人口割合，生産年齢人口割合，老年人口割合，
後期高齢者人口割合，女子 20-39 歳人口割合 ) を
再計算し，その結果を GIS で地図化した．
1) シェア・トレンド法の妥当性と問題点　
　札幌市南区の国勢調査結果 (2000 年，2005 年，
2010 年 ) をもとに，年次間の各小地域の人口シェ
アを回帰分析した結果，X 係数 ( 傾き :1 であれば
全く同じ，1 より大きければ増大，小さければ縮
小 )は各期間ともほぼ 1.00 に近く，決定係数 (あ
てはまり :1であれば完全一致 )も 0.90以上あり，
各小地域の人口シェアは年次間で殆ど変化しない
ことがわかった．従って，シェアを一定または一
定の傾向 ( トレンド ) で変化すると仮定し，区全
体の推計値を各小地域に割り戻すシェア・トレン
ド法には十分な有効性があることが確認できた．
　一方，2000 年から 2010 年と 10 年の隔たりを取
ると，X 係数は，2000 年から 2005 年，2005 年か













口シェアの相関は，男子では 40 − 44 歳から 50 −












































割合 ( シェア ) の地理的分布は一定または一定の

































る ( たとえば年少人口では 10%，生産年齢人口で










の経年変化について，2000 年，2010 年，2040 年
の 3 時点しか掲載していないが，実際には 2000



























(15K03849) の一部をなすものである．また GIS シ
ステムを使用した地図化作業では吉村暢彦 ( 北海














ク・モデルの構築とその展開」平成 9 − 11 年
度・基盤研究 (C)(2)( 課題番号 09610195)12)，
「北海道における少子化−地域出生力低下の
システム・ダイナミックモデルの構築」平
成 15 -17 年度・基盤研究 (C)(2)( 課題番号
15530335)13)，「札幌市の少子化 : 政令指定都
市の出生力のシステム・ダイナミック・モデ













(2)本稿は 2015 年 12月東北大学理学部 (仙台市 )




作業は吉村暢彦 ( 北海道大学 ) にお願いした
ものである．
(3) 小地域集計のほかにも地域メッシュ統計もあ






(5) 2 つの基準年の国勢調査 ( センサス ) 結果に
基づき性・年齢階級別の生残率と純移動率を
求め，これらを一定と仮定し，5年毎のコーホー
ト ( 同一年次に出生した人口 ) の変化数を計
算して，将来の値を推計する方法をいう．
(6) 3 つの年次間で総数・男子・女子別に 9 つの
散布図を作成したが，いずれも極めて近似し
た結果となったため，ここでは表 1 の 2000-
05 年の総数のみを例示する．
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